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“昨年秋、大統領選挙投票日直前、オバマの対日政策のアドバイザーの一人と

話をして「オバマは何が違うのか？」を議論したときに、彼は｢オバマはトラン

スフォーメショナル・フィギュア｣であるという議論をしていまして、「一つの

アメリカ」というメッセージを明確に出していた。” 
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“ちょうど１年前のこの時期にも、大統領選挙キャンペーンの中で、オバマ自

身が、ロナルド・レーガンはアメリカの政治、方向性を変えたけれど、ビル・

クリントンは変えることができなかったという議論をしていました。やはりオ

バマ自身の意識の中にも、党派色に染まったアメリカを大きく変えていこうと

いう意識があるのではないかと思います｡” 
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 きょうは「オバマ政権のストラクチャーと政

策展望」ということでお話しさせていただきま

すけれども、まず初めに、昨年 11 月に行われ

た大統領選挙の歴史的な意義について触れさ

せていただいたうえで、今回の閣僚指名承認プ

ロセスの意味、またその特徴を踏まえたうえで、

主要政策への影響についてお話しさせていた

だきます。 
 そして最後に、今後のアメリカ政治の着眼点

といいますか、私が個人的に関心を持っている

分野についてお話しさせていただく形にさせ

ていただきます。 
 
共和党への逆風 

 まず、去年１１月に行われた大統領選挙の歴

史的な意義ですが、どういう選挙であったのか、

オバマがどういう形で勝利したのかという点

についてお話しさせていただきます。最初に言

えるのは、共和党に対して猛烈な逆風が吹いて

いた。そういう選挙であったということです。

対外的にもイラクとアフガニスタンで戦争を

遂行して、昨年９月の中旬にはリーマン・ブラ

ザーズの破綻を契機とした未曾有の金融経済

危機が発生する。また、現職の大統領の支持率

が極めて低い、そういった中で共和党大統領候

補のジョン・マケイン上院議員が選挙を強いら

れる･･･そういった共和党にマイナスの状況が

ございました。 
 特にマケインという人は共和党の中でも非

常に異端で、｢マーべリック｣という言い方をさ

れていましたけれども、一匹狼的で共和党の指

導部に反発するような政治家でしたが、社会問

題についても右派とはスタンスを異にする政

治家を共和党の大統領候補に担がざるを得な

かった。また、選挙の終盤になって、自分はジ

ョージ・Ｗ・ブッシュじゃないんだという弁明

に追われて、テディー・ルーズベルト型リパブ

リカンあるいはロナルド・レーガンのフットソ

ルジャー(一兵卒)である、ブッシュ大統領、当

時の大統領と距離を置かざるを得ないような

選挙キャンペーンを強いられてしまった。そう

いった点は、いまの共和党が置かれた立場が如

実に反映されていたキャンペーンであったと

いえるとか思います。 

 特にジョージ・Ｗ・ブッシュの２期８年にお

いて、共和党の基本的な保守理念である「小さ

な政府・財政均衡・強い国防」、こういったも

のがすべて揺らいでしまった。特に大統領選挙

キャンペーンの中で争点になっていたのが、国

際社会におけるアメリカの地位をどうやって

回復していくのだ、高めていくのだということ

だった。それはただ軍事的な中東政策でのつま

ずきだけではなくて、９月に金融危機が発生し

たことで経済的にもやはりアメリカが弱まっ

ているのではないか、と。そういう状況の中で

選挙が行われて、それでオバマが勝利している。

それは非常に重要な点だと思います。 
 今日においても、共和党の中でマケインはも

っと保守的立場をとるべきではなかったかと、

いろんな議論がなされていますけれども、こう

いったところにもブッシュの負の部分での遺

産、共和党に対して作用してしまったマイナス

面といったものがあるかと思います。 
 
オバマの選挙キャンペーン 

 対照的に、オバマの選挙キャンペーンは、い

ままでの民主党が勝てる州を軸にして展開す

るのではなくて、全米５０州を視野に入れて選

挙キャンペーンを展開していった。それでイン

ターネット等の政治集金能力も踏まえた形で

積極的な攻めの選挙キャンペーンが展開され

た。特に選挙戦の後半においては莫大な政治資

金をテレビ広告等の放映に流すことで、マケイ

ンの政治メッセージを封じ込めていく。共和党

のほうが政治資金に関しては民主党を上回っ

ていくというのが伝統的なパターンだったの

ですが、お金の部分でも、例えばノースカロラ

イナとかバージニアとかミズーリ、こういった

州で３対１とか４対１の割合でマケインを凌

駕して反論を許さなかった、そういう非常に巧

みな戦術があったかと思います。 
 また、インターネット経由の政治資金の集め

方だけではなくて、キャンペーンの組織化も非

常に巧みであった。特にボランティアの組織強

化といったところで、アイオワ州とかバージニ

ア州とか、州の各カウンティーに小まめに選挙

キャンペーン事務所を開設していったといっ

たのも、オバマの非常に足腰の強い選挙キャン
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ペーンを支えた一つかと思います。 
 いま、景気刺激策を非常に苦労する形で、署

名、成立させましたけれども、オバマが最近イ

ンターネットの彼のメッセージでいっている

のは、改革はトップダウンではないのだ、ボト

ムアップでなければいけないのだ、ということ

です。今後、オバマの議会との対策をみていく

うえで、やはり草の根のレベルできちっとコミ

ュニケーションしていくといったことは、非常

に重要になってくるか思いますし、今回の大統

領選挙キャンペーンでもそういったところが

歴代の次期大統領とは非常に異なる部分であ

ったと考えております。 
 
３期同一政党の政権は難しい 

 また、歴史的な観点で今回の選挙の意義をみ

てみますと、第２次世界大戦後に３期連続して

同一政党が勝利して政権を担当したというの

は、たった１度しかございません。１９８０年

のレーガン当選に伴う２期８年間と、１９８８

年のジョージ・ハーバー・ウォーカー・ブッシ

ュ大統領の当選ですが、｢パパ・ブッシュ｣の当

選によって共和党政権が３期１２年続いてお

りますけれども、１９６０年、アイゼンハワー

が２期８年続いた後のニクソンとケネディ、こ

れでニクソンが敗れています。 
 また１９６８年、ケネディ＝ジョンソン政権

が２期８年続いた後、ヒューバート・ハンフリ

ーとリチャード・ニクソンがまたカムバックし

ますが、ここでも民主党が勝利できなかった。

７６年にはカーター大統領が現職のフォード

大統領を敗って再選を阻んでいる。２０００年

については、フロリダ州の開票作業で、皆様の

記憶にも残っていらっしゃるかと思いますが、

アル・ゴアが一般投票で５０万票あまり多く獲

得したにもかかわらず、大統領選挙人数でジョ

ージ・Ｗ・ブッシュが過半数を上回って、２期

８年のクリントン民主党政権に終止符が打た

れている。今回に関しても、２期８年続いたジ

ョージ・Ｗ・ブッシュ政権が終止符を打つこと

になって、マケイン政権成立には至らなかった。 
 やはりアメリカの政治をみた場合に、３期同

一政党が政権を担っていくということは非常

に困難な状況にある。そのサイクルにマケイン

も当てはまったということがいえるかと思い

ます。 
 今回のオバマの勝利を民主党政権でみた場

合、ちょうど１９６８年にハンフリーが負けて、

ニューディール連合が崩壊してから、２００４

年、ケリーとジョージ・Ｗ・ブッシュの再選の

キャンペーンまで１０回選挙が行われている

のですが、その６８年から２００４年までの１

０回の大統領選挙で、民主党が勝てたのがわず

かに３回だけです。あとの７回は共和党が勝っ

ておりまして、しかも２人の民主党の大統領し

か生まれていなかった。１人は７６年に当選し

たジミー・カーター、もう一人は９２年に当選

して、９６年に再選を果たしたビル・クリント

ンですけれども、この南部の２人のデモクラッ

トしか勝てていなかった。 
 しかもここの一般投票得票率を見ると、カー

ターの場合は、あれだけウォーターゲート事件

でニクソンを恩赦しているというフォードに

対する批判がある中で、カーターは 50･1％し

かとれなかったのです。ビル・クリントンに関

しても、強い大統領にみえますけれども、１９

９２年のときは、保守が割れた。ロス・ぺロー

が出馬して、約２０％弱の一般投票をとること

によって、ブッシュが再選を阻まれたというこ

とで、クリントンの一般投票の得票率は４３％

です。４年後の９６年に関しても、ボブ・ドー

ルと戦った再選選挙ですが、４９．２％しかと

れていない。共和党の保守系の方々は、クリン

トンはマジョリティーをとれなかった大統領

なのだ、｢マイノリティー・プレジデント｣だっ

たという評価がされています。 
今回オバマがアフリカ系であり、上院議員と

しても２００５年に在職したばかりであると

いう状況を考えた場合に、経験不足から軍最高

司令官(コマンダー・イン・チーフ)としては不

適格であるという議論があった。にもかかわら

ず約５３％を獲得している。それでマケインに

対しては７ポイントも開く形での、非常にクリ

アカットな勝ち方をしているというのも、歴代

の民主党の過去３０年間、４０年近くをみた場

合には、非常に大きな意味を持ってくるかと思

います。 
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オバマの何が違うのか？ 

 特に昨年秋、大統領選挙投票日直前ですが、

オバマのアドバイザーをしていたマイケル・シ

ーファーと話をして「オバマは何が違うのか」

を議論したときに、彼は｢オバマはトランスフ

ォーメショナル・フィギュア｣であるという議

論をしていまして、「１つのアメリカ」という

メッセージを明確に出していた。マケインが勝

っていた場合には、議会が民主党支配というこ

とがもう当然視されていましたので、膠着状態

に陥る、と。仮にヒラリーが民主党大統領候補

になって勝っていたとしても、ヒラリー嫌い、

クリントン嫌いによってまた非常に党派的な

政治が形成されていくだろう、と。そこがオバ

マとは非常に大きな違いである、オバマはアメ

リカを違った方向に変えていく大統領、指導者

になるのだ、そういう議論をしておりました。 
 ちょうど１年前のこの時期にも、大統領選挙

キャンペーンの中で、オバマ自身が、ロナル

ド・レーガンはアメリカの政治、方向性を変え

たけれど、ビル・クリントンは変えることがで

きなかったという議論をしていました。やはり

オバマ自身の意識の中にも、党派色に染まった

アメリカを大きく変えていこうという意識が

あるのではないかと思います。 
 
承認プロセスが遅れている 

 次に、閣僚の指名・承認プロセスとオバマ政

権の特徴についてお話しさせていただきます

が、昨年１１月４日が大統領選挙投票日で、わ

ずか１カ月以内に主要な経済・外交・安保の閣

僚が任命されております。経済関係につきまし

ては、ワシントンでのＧ２０サミットが１１月

中旬にございましたけれども、それから約１０

日後、１１月２４日にティモシー・ガイトナー 
(Timothy F. Geithner) 財務長官らの主要な人

事が発表されております。また、外交・安全保

障関連のポストに関しても、１２月１日にジェ

ームズ・ジョーンズ(James L Jones)国家安全

保障問題担当大統領補佐官とか、ヒラリー・ク

リントン(Hillary Clinton)国務長官の任命が行

われておりまして、大統領権限の継承権を持つ

１５名の閣僚全員の発表が１２月１９日に行

われております。これは以前のブッシュ政権と

かクリントン政権と比較した場合に、やはり非

常に速いペースで行われている。しかも経済閣

僚のほうが安全保障の閣僚よりも早く発表を

行うという、異例の対応をしておりまして、こ

こにもマーケットを意識した対応がなされて

いたといえるかと思います。 
 ただし、このように指名プロセスは非常に早

かったのですけれども、承認プロセスが非常に

遅い、苦労しているという現状がございます。

まず財務長官のガイトナーさんに関しては、上

院本会議で指名されたのに、承認されたのが１

月２６日ですが、賛成７０・反対３４というこ

とで、こういった財務長官といったポストは、

基本的には全会一致が慣例なのですけれども、

３４名もの上院議員が反対票を投じている。ま

た、ホルダー(Eric H. Holder Jr) 司法長官も２

月にずれ込む形で承認されていたのですが、賛

成が７５名で、反対が２１名も出ている。特に

ガイトナーさんはＩＭＦ時代の納税ミスの問

題、ホルダー司法長官はクリントン政権の副司

法長官だったときに、マーク・リッチという、

クリントンが恩赦した人物のプロセスにかか

わっていったということで、共和党が大きな反

発をしております。 
 今日でも、トム・ダシュルが辞退した厚生長

官、あるいはリチャードソン・ニューメキシコ

州知事が辞退して、グレッグ共和党上院議員も

辞退して、まだだれも任命されていない商務長

官、あるいは労働長官とかＵＳＴＲ代表、こう

いった承認プロセスがまだ遅れておりまして、

共和党の抵抗が非常に強く出ております。 
 こういったところにも、やはりオバマが訴え

た「一つのアメリカ」というメッセージがござ

いますけれども、共和党が 2006年の中間選挙、

そして、昨年の選挙でも負ける中で、どんどん

保守派が強くなってきている。穏健な共和党員

はむしろ穏健な民主党員に競り負ける形で支

持を失っていって、より対立的な共和党ができ

ているところにも、こういった承認プロセスに

も反映されてきているというふうに考えられ

ます。 
 
｢アメリカらしくみえる｣多様性 

 政権の特徴として、非常に多様性があるとい
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うことがいえます。人種的にも性別的にも、黒

人ではホルダー司法長官、ヒスパニックではソ

リス(Hilda L. Solis)労働長官、サラザール(Ken 
Salazar)内務長官という方がいらっしゃいま

す。アラブ系では、ラフッド(Ray H. LaHood)

運輸長官、アジア系では、チュー(Steven Chu)
エネルギー長官と、日系３世のシンセキ(Eric 
K. Shinseki)復員軍人長官がおりまして、約過

半数がマイノリティー出身の方で、民主党政権

に特徴的な、｢アメリカらしくみえる多様性｣

を反映した政権になっております。 

 また、超党派主義という観点から、これも非

常に大きな特徴かと思われますが、２人を入閣

させております。ゲイツ(Robert M. Gates)国
防長官、ラフッド運輸長官。ゲイツさんに関し

ては、彼は共和党員ではなくて、有権者登録は

無所属なのですけれども、自分自身は非常に熱

心な共和党支持者である、と。そういうことを

考えても、２人入閣させたということで位置づ

けてよろしいかと思います。 
 また、商務長官に指名したグレッグさんも共

和党員でした。結果的には共和党内の圧力を受

けて辞退するという形になりましたが、やはり

超党派政権をつくっていこうという意識はオ

バマさんには非常に強いと、こういう点からも

いえるかと思います。 
 歴代政権をみた場合に、ケネディ政権がディ

ロン財務長官とマクナマラ国防長官という２

人の共和党員を入閣させていますが、１９６０

年の選挙が、ニクソンと一般投票でわずか１０

万票しか変わらなかった。それで、やはり共和

党にも手を差し伸べる形で、２人の共和党員を

入閣させた経緯がございます。 
 クリントン政権では、第２次クリントン政権

でメーン州選出のウィリアム・コーエン国防長

官を入閣させておりまして、ブッシュ政権では、

クリントン政権で商務長官を務めていたミネ

タさんを運輸行政が詳しいということで運輸

長官として迎え入れております。 
 地域的にオバマ政権をみると、西部、南西部、

中西部、東部といった地域が非常に重視されて

いる。やはり、いま、特に民主党が党勢を拡大

している地域での登用が目立っているといえ

るかと思います。 

 特にカリフォルニアからソリス労働長官、コ

ロラドからサラザール内務長官、ニューメキシ

コからリチャードソン――彼は辞退しました

けれども――またアリゾナからナポリターノ

ということで、ヒスパニック系の有権者の多い

地域からの登用がふえております。 
２００８年の大統領選挙でヒスパニック系

の有権者の６７％がオバマを支持していまし

た。近年、共和党が不法移民の取り締まりを強

化することで、共和党からヒスパニックが離れ

ていくという現象がございまして、今回の２０

０８年の選挙でもコロラド、ネバダ、ニューメ

キシコといった地域でも、民主党が勝利してい

く、と。1990 年代にピート・ウィルソンカリ

フォルニア州知事が非常に移民に厳しい政策

を導入してから、全くカリフォルニアで共和党

が勝てなくなってきている。そういった現象が

今後この南西部地域でも起きてくる可能性が

十分ある。それを視野に入れて、オバマ政権は

ヒスパニック系地域の政治家を登用している

ということがいえるかと思います。 
 中西部からは、ヴィルザック(Tom Vilsack)
農務長官。彼はエタノール政策にも非常に熱心

でした。あと、ラフッド運輸長官もイリノイ州

の下院議員。ダシュル（彼も辞退しましたけれ

ども）もサウスダコタです。ダンカン(Arne 
Duncan)教育長官もイリノイ州の教育システ

ムを担当しておりました。このように非常に中

西部を重視した布陣になっている。また、東部

からもクリントン国務長官、ガイトナー財務長

官、ホルダー司法長官、ドノヴァン(Shaun 
Donovan)住宅都市開発長官ということで、南

部が非常に少ないのが特徴かと考えられます。 
 
政策面ではプラグマティズム 

 次に、政策面では、継続性と改革が交差する

プラグマチックな布陣になっているのではな

いかと考えられます。特に外交・安保、経済に

関しては、経験のある人たちを要所に配置して

いる。 
 今回の政権移行ですが、戦争中の政権移行に

なっていくという観点からは、1969 年のジョ

ンソン大統領からニクソン大統領当時のベト

ナム戦争以来４０年ぶりにアメリカが戦時下
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での政権移行であった。また、グリーンスパン

の言葉をかりるならば、「100 年に一度の経済

危機」である。つまり「危機管理」が問われる

中での政権移行であって、｢継続性と経験｣が重

視されていたということが重要だったかと思

います。国防長官にゲイツさんを留任させ、大

統領補佐官にはジェームズ・ジョーンズ。特に

ジョーンズさんというのは、アフガニスタンの

重要性を主張していた人物で、去年の５月に下

院の外交委員会の公聴会で証言しているので

すが、そのときに、｢このままアフガニスタン、

パキスタンを放置していくと、大変なことにな

っていく。あの地域に関しては地域的なアメリ

カの取り組みが必要なのであって、イラクより

も大事なのだ｣と主張していた。マケインと非

常に近い人物なのですけれども、政策的にはオ

バマと同じアフガン重視のスタンスを出して

おりました。去年の７月、オバマがアフガニス

タン、イラク、中東、西ヨーロッパを歴訪しま

したが、その直前、この公聴会の影響もあって、

オバマとジョーンズが接触することになって、

それで２人の関係が非常に近くなっていった

という経緯がございます。 
 
ジョーンズ大統領補佐官と日米関係 

 日米関係の観点からも、ジョーンズさんとい

うのは、沖縄に３度駐留しておりまして、東富

士の演習場のそばの海兵隊のキャンプにも住

んでおりました。また、米軍再編の問題でも国

防総省に非常に影響力が強いということで、対

日関係の観点からも、このジェームズ・ジョー

ンズを国家安全保障担当大統領補佐官に配置

したというのは、非常に重要な意味があるかと

思います。 
 また、クリントン国務長官についても、だれ

も彼女を国務長官に登用するとは考えていな

かったサプライズ人事でしたけれども、彼女の

場合も上院議員として軍事委員会に在籍して

いましたし、２００２年１０月の対イラク武力

行使決議案にも賛成している。しかもニューヨ

ーク選出の上院議員だったので、ユダヤ系有権

者との関係も非常に強いということで、民主党

の反戦派、左派からみるとフラストレーション

がたまる布陣ですが、オバマは現実的な継続性

といったものに力点を置いて、安保政策を推進

していく形になっております。 
 経済政策に関しても、ガイトナーはブッシュ

政権でニューヨークの連銀の総裁をしており

まして、金融危機を最前線でハンドリングして

いた。また、サマーズ(Lawrence H. Summers)
国家経済会議(NEC)議長に関しては、クリント

ン政権において財務次官とか財務副長官、財務

長官の立場にあり、財務次官を務めていたガイ

トナーと一緒にアジア通貨危機とか、メキシコ

の危機、ロシア通貨危機、こういったものも含

めて、対外的にも経済案件を見事に仕切ってき

たということで、やはり経験、継続性、こうい

ったものを重視してきている。 
 
ＦＲＢ議長にサマーズ？ 

 特に私が注目しているのは、バーナンキさん

がＦＲＢの議長の任期が切れるのが来年の１

１月なのですが、彼はブッシュに任命されてい

たので、おそらくサマーズが今後金融政策をＦ

ＲＢの議長として来年の秋にとっていくとい

う可能性も非常に高いのではないか、と。それ

で、いまは暫定的にＮＥＣの議長といった形で

ホワイトハウスを強化して、オバマの近くから

現在の危機に対応していく、そういうシナリオ

も考えられるのかなと、私は考えております。 
 また、カーター、レーガン政権で当時のイン

フレに対応したボルカー(Paul Volcker)さんに

関しても、新設の大統領経済回復諮問委員会委

員長に据えてきている。大統領経済諮問委員会

委員長にも、大恐慌の専門家のクリスチーヌ・

ロマー(Christina D. Romer)さんを据えている

ということで、やはり経済に関しても、継続性

とか経験、こういったところが重視されている

布陣である、というふうに考えられます。 
 その一方で、私は、閣僚をみた場合に、医療

保険改革とか、環境・エネルギー、こういった

ところの人物は、非常に民主党の中でもプログ

レッシブ(進歩的)な人が多いと考えておりま

す。ダシュルは厚生長官兼ホワイトハウス医療

改革室長を辞退しましたけれども、彼の主導で

この医療保険改革といったものが、オバマもア

ドバイスを受けていた。 
 それで、ダシュルと一緒に医療改革保険に関
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する著書を著していたランブリュー(Jeanne 
M. Lambrew)さんが今回医療改革室副室長に

なりますが、ダシュルが入閣できなかったこと

で、ランブリューさんが非常に大きな役割を担

っていくだろう、そういうふうに考えられます。 
 また、内政関係では、医療保険改革、エネル

ギー政策も含めて、ホワイトハウスの中の国内

政策会議の機能が重要になってきますけれど

も、その議長にメロディー・バーンズ(Melody C. 
Barnes)という女性が任命されているのですが、

彼女はエドワード・ケネディ上院議員のスタッ

フを長くしていた、非常にリベラル色の強い人

物です。彼女がＤＰＣの議長になったといった

ことも、今後のオバマ政権の内政をみていくう

えで重要になっていくだろうと、そういうふう

に考えております。 
 環境エネルギー政策で、ホワイトハウスで新

設の地球温暖化・エネルギー担当の大統領補佐

官ポストが今回設置されましたが、そのポスト

にキャロル・ブラウナー(Carol M. Browner)さ
ん。彼女はクリントン政権で環境保護局長を２

期８年フルタームで務めております。その前に

はアル・ゴア上院議員の立法担当ディレクター

をしていた人物で、非常にゴア元副大統領の影

響が強い人物です。また、リサ・ジャクソン

(Lisa Perez Jackson)環境保護局長も、１６年

近く環境保護局に勤務していた、環境行政に詳

しい人物です。 

 ナンシー・サトリー(Nancy Helen Sutley)環
境評議会議長はロサンゼルスの副市長をして

いたのですけれども、アル・ゴア元副大統領に

近いということで、やはり民主党の中でも環境

政策とか、左派勢力の関心が高い、そういった

関係者の中から登用されているのが大きな特

徴かと思います。特にこのダシュルもそうでし

たが、ランブリューとかブラウナーは京都議定

書の交渉にかかわった。今度気候変動の特使に

なるトッド・スターン、こういった方々はみん

なアメリカ進歩センター、民主党のリベラル系

のシンクタンクですが、ここに所属しておりま

した。クリントン政権の最後の首席補佐官だっ

たジョン・ポデスタが、いま、ここの所長兼Ｃ

ＥＯをしておりますけれども、ポデスタは、政

権移行プロセスにおいてオバマ政権移行プロ

ジェクトの共同議長をしておりまして、ダシュ

ルとも非常に関係の深い人物で、ダシュルが上

院議員で上院院内総務をしていたときの顧問

をしておりました。 
 それで、ポデスタ自身もシカゴ出身というこ

とで、オバマとの関係も非常に近い。一般的に

はクリントンの首席補佐官をしていたので、ク

リントン色が強いという議論がメディア等で

目立ちますけど、やはり私はシカゴをバックボ

ーンとした、あるいはダシュルをバックボーン

とした色彩が非常にこの内政分野にも近いと

感じられます。 
 このポデスタの首席補佐官をしているピー

ター・オグデンという人物がいるのですが、彼

と去年の９月末にワシントンで意見交換した

ときに「いまのアメリカは潮流が変わってきた

のだ」と言っていました。国民皆保険の導入、

イラク戦争もやはり終結させなければいけな

い、と。税制システムでも、より公平な税制を

導入していかなければいけないし、環境問題で

も地球温暖化を防止して、ＣＯ２の排出削減に

取り組まなければいけないのだ、と。アメリカ

社会自体をクリーンエネルギーへ移行しなけ

ればいけなくて、｢我々がかつて傍流にみられ

ていたけれども、まさにメーンストリームにな

ってきたのだ。こういった我々の主張がアメリ

カの中心的な価値、セントラルバリューになっ

てきている｣ということで、やはりこういった

方向にアメリカが今後行く可能性も含めて、内

政をみていく必要があるかと思います。 
 
カーター､クリントン政権との違い 

 次に、ホワイトハウスのスタッフをカーター

政権、クリントン政権との比較してみた場合に、

やはり安定感は非常にあると思っています。カ

ーター政権のときは、カーター大統領が州知事

を務めていたジョージア州のスタッフを連れ

てきて、それでワシントンが機能しなくなって

いく。ハミルトン・ジョーダンという非常に若

いスタッフを連れてきました。クリントンの場

合も、アーカンソーの地方政治を担当していた

幼なじみのトーマス・マクラーティーを首席補

佐官に任命しますけれども、１年で交代させざ

るを得なくなった。そういった地方の知事経験
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で、自分がワシントンに行けば、みんなうまく

機能するのだというおごりがあってつまずい

ています。しかし今回オバマは、クリントン政

権でホワイトハウスの上級政策顧問をして、そ

の後、下院議員になって、３期６年務めたエマ

ニュエル(Rahm Israel Emanuel)。彼はホワイ

トハウスの機能も知っていますし、議会も、あ

とキャンペーンの仕方もわかっている。こうい

う人物を首席補佐官に据えてきている。やはり

ここでもオバマがカーター、クリントンとは非

常に違う人物の登用をしているというふうに

私は考えております。 
 側近として大統領上級顧問にピート・ラウズ

(Pete Rouse)というという人物を配置してい

るのですが、彼はダシュルの上院議員時代の首

席補佐官をしていました。それで、２００４年

の選挙のときに、オバマは当選したのですけれ

ども、ダシュルが落選することで、このピー

ト・ラウズがダシュルのところからオバマのと

ころに移っていくということになったのです

が、私は彼がオバマのホワイトハウスへの道を

可能にしたと考えております。 
 オバマは、ただ雄弁さとか、資金集めのとこ

ろに焦点を当てられていますけれども、やはり

議会での、どうやってホワイトハウスを目指し

ていくかという観点では、ラウズのアドバイス

が非常に有益であったと考えています。特に２

００５年にオバマが上院議員になってからは

最高裁の判事任命問題がございました。今回、

就任式で、宣誓式の言葉をメスアップしてしま

ったロバーツ、彼を任命するときに、オバマは

反対票を投じていますが、やはり民主党大統領

候補の指名を獲得するためには、保守派の判事

を賛成してはいけない、と。それで、そういっ

た法案のガイダンスをしていたのがこのラウ

ズで、その一方で、オバマは外交委員会に在籍

したのですけれども、外交委員長だったリチャ

ード・ルーガーと一緒に、大量破壊兵器の廃棄

問題に関して、超党派で取り組んで、ロシア、

ウクライナ、アゼルバイジャンなどを訪問して

おります。 
 ２００６年にちょうど中間選挙のあったと

きに、２年前のボストンでの党大会の基調演説

で、全米に名を馳せたオバマを使うということ

で、上院の選挙対策委員会の副委員長に就任し

て、全米のファンドレーザーとネットワークが

できていく。ここで昨年の大統領選挙でオバマ

支持を表明したナポリターノ（アリゾナ州知

事）とか、セベリウス（カンザス州知事）、あ

るいはティム・ケイン(バージニア州知事)のよ

うな人たちのバックアップを受けていく。 
 大統領選挙出馬を宣言するまでにわずか２

年しか上院議員をやっていない人物が当選し

ていくプロセスにおいて、ラウズが果たした役

割といったものは非常に大きかったと私は考

えております。 
 比較論で申しますならば、ジョン・ケネディ、

彼は１９４６年に海軍から戻ってきて、マサチ

ューセッツ州選出の連邦下院議員になります

が、下院議員を３期６年務めております。それ

で１９５２年にマサチューセッツ州選出の上

院連邦議員になりますけれども、上院議員を８

年間やって、1960 年の大統領選挙に出馬して

いきますが、下院・上院の議員歴が１４年もあ

った。オバマは２００５年に当選して、わずか

４年目であった、と。３年終えた段階で大統領

になっていった。このスピードといったものは

非常に驚くべきものがあるかと思います。 
 
副大統領に注目する 

 あと、上院外交委員会という観点から申しま

すと、バイデン(Joseph R. Biden Jr)副大統領

もオバマも外交委員会に在籍していたという

ことで、1961 年のケネディとジョンソン以来、

２人が上院議員からホワイトハウスに移って

いったというのも、非常に大きなインパクトが

あります。 

 特に上院外交委員会の人事ですが、現在、２

００４年の民主党大統領候補だったケリー上

院議員が委員長を務めていますけれども、これ

からシリアに訪問していくことになるかと思

いますが、外交案件を扱っていくうえで非常に

大事になっていく。私は、今後、アフガニスタ

ン問題がオバマ政権にとって最もきつい外交

案件になっていくかと思います。そのときに、

オバマをボストンでの基調演説に登用し、みず

からのスタッフも数多くホワイトハウスに入

っているケリーが外交委員会にいるというこ
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とは、非常に大きな意味を持ってくる。 
 いままで、例えばウッドロウ・ウィルソン大

統領は、ヘンリー・カボット・ロッジ外交委員

会委員長がアメリカの国際連盟加盟を認めな

いために、非常に大きな外交上のダメージを受

けた。また、リンドン・ジョンソンのベトナム

戦争政策に関しても、当時のフルブライト上院

議員(外交委員会委員長)が懐疑的なアプロー

チをとったことで、大きな傷がついた。この意

味からも、今後この外交委員会の人事、オバマ、

バイデンがホワイトハウスに入るということ

は、非常に大きなインパクトを持ってくるであ

ろうと考えております。 
 また、副大統領としての役割といったものも

注目していく必要があろうと思います。特にゴ

ア副大統領の場合は、｢情報スーパーハイウェ

イ｣とか行政改革、ホワイトハウス主導でアメ

リカの行政をスリム化していくということで、

積極的なリーダーシップを発揮しました。また

チェイニー副大統領に関しても、ブッシュ政権

においては、エネルギー問題とか対イラクの武

力行使といったところで強力なリーダーシッ

プを発揮しましたので、バイデンの副大統領室

がどういうふうになっていくか、これには注目

していく必要があるかと思います。 
 特使外交などに関してお話しさせていただ

きますと、やはり私がオバマ政権関係者とワシ

ントンで意見交換させていただいた際に出て

きたのが、例えばいまの東アジア政策に関して、

国務次官補をしているクリス・ヒルの９５％の

仕事が６カ国協議、つまり北朝鮮絡みになって

きている。ほかの重要なアメリカのアジアでの

国益を推進する案件が全く空白状態になって

きている。これはアジア地域における事例です

けれども、同じようなことが中東でも行われて

おりましたし、やはり特使外交の重視といった

ところがオバマ政権の大きな特徴になってい

くだろうと考えております。 
 特にアフガニスタン、パキスタンに関しては

ホルブルック(Richard C. Holbrooke)、中東和

平に関しては元上院院内総務のジョージ・ミッ

チェル(George J. Mitchell)、イランについては

デニス･ロス(Dennis B. Ross)、北朝鮮に関して

はボスワース(Stephen Warren Bosworth)さん

が任命されることになるかと思いますが、クリ

ントン政権時代の外交アセットを十分に活用

していくということになろうかと思います。 
 
政策調整の進め方がカギ 

 ただ、私は、今後、外交・安全保障関係で大

きな問題になってくるのは、やはり政策調整の

部分かと思います。第１期ブッシュ政権におい

て、対イラク武力行使あるいは北朝鮮問題で、

保守派の中で政策調整ができなかった。具体的

にはチェイニー副大統領とかラムズフェルド

国防長官、ウォルフォウィッツ国防副長官とい

った強硬派と、穏健派のパウエル国務長官、リ

チャード・アーミテージ国務副長官、こういっ

たところで政策の調整といったものが非常に

難しい局面に直面しました。オバマ政権の場合

には、これだけ｢ビッグスター｣がいます。国防

長官には、共和党政権でも仕えたボブ・ゲイツ

(Bob Gates)がおりますし、ヒラリー・クリン

トンも入閣して、それでバイデン副大統領に関

しても上院外交委員会の委員長をしていた。そ

ういった観点から、うまく政策調整を行ってい

くことが非常に大事になっていく。 
 歴代の政権をみても、リチャード・ニクソン

政権でも、キッシンジャー大統領補佐官とウィ

リアム・ロジャース国務長官が対立したり、カ

ーター政権でもブレジンスキーとバーンズ国

務長官の対立もございました。レーガン政権で

も、ヘイグ国務長官とワインバーガー国防長官

が対立して、ヘイグが辞任をしていく。大物を

入閣させても、それぞれ持っている非常に大き

なエゴをうまくさばいていけるか、それが大き

なネックになっていくのかなという感じはし

ております。 
 
 アジア外交に関してはやはり対中政策を財

務省と国務省でどのようにハンドリングして

いくのか･･･。特にブッシュ政権ではヘンリ

ー・ポールソンが戦略経済対話を主導していき

ましたが、ガイトナーさんももともとは東アジ

アの専門家で、日本語も話せますし、中国語も

話せる。あと財務省として人民元の切り上げ問

題も管轄として出てきますが、やはりヒラリ

ー・クリントンとしては対中政策を自分の権限
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の中で強化していきたいというスタンスをと

っていくかと思いますので、財務省と国務省と

の政策調整なども大事になってくるのではな

いかと考えております。 
 国連に関しましては、やはり多国間協調主義

といったものが前面に出てくるであろうと思

います。特にオバマの周辺にいた女性の政策立

案者、具体的にはスーザン・ライス(Susan E. 
Rice)国連大使、あるいはサマンサ・パワー

(Samantha Power)さん。彼女はちょうど１年

ぐらい前に、ヒラリー・クリントンのことを「モ

ンスター(怪物)」という発言をして、アドバイ

ザーをやめましたけれども、彼女は今度はホワ

イトハウスのナショナル・セキュリティー・カ

ウンシルの上級部長として多国間問題を担当

することになります。 

 あとスローター(Anne-Marie Slaughter)さ
んは現在、プリンストン大学ウッドロウ・ウィ

ルソン公共政策・国際問題大学院の学長ですが、

彼女が国務省の政策企画部長になっていく。こ

ういった女性たちが、虐殺防止とか人権、アフ

リカ支援、スーダン問題、こういったところで

ブッシュ政権とは違う方向性を出していくの

ではないかと、そういうふうに考えられます。 
 
まずは経済危機対策 

 次に、各主要政策の展望について簡単にお話

しさせていただきます。私は、やはりオバマ政

権の第１期は、経済対策の対応に非常に大きな

時間をつぎ込まざるを得ない政権になってい

くだろうと考えております。実際、この１～２

週間の法案の動きをみましても、金融システム

安定化、積極的な財政出動、住宅市場の再生案

といったことで、矢継ぎ早に経済対策に追われ

ている状況です。初めの再選を求める直前ぐら

いまでは、ある程度の光明が見出せるぐらいま

では、経済対策を前面に出していかざるを得な

い政権運営になっていくだろう、と。 
戦後、最長の景気後退局面(レセッション)と

いうのが２度ございました。レーガン政権の８

１年から８２年のときと、その前のニクソン政

権からフォード政権の７４年から７６年。この

ときにいずれも１６カ月続いたというのがご

ざいましたけれども、すでに一昨年の１２月か

らアメリカ経済はレセッションに入っており

まして、来月で１６カ月になります。そしてこ

れからますます景気が悪くなっていく。 
 それを考えた場合に、いつ底を打つのか、と。

コンサルタントとか、あるいは財務省の専門家、

あるいは長年経済政策にかかわってきた方と

お話ししていると、早くても来年の前半ではな

いか、それからようやく回復の兆しが出てくる

ということを考えると、経済危機対策といった

ものが、オバマ政権にとっても主要政策になっ

ていくというふうに考えられます。 
 外交案件では、やはり公約どおりにイラクか

らの責任ある撤退と、アフガニスタンの安定化。

すでに１万７０００人の米軍の増派計画をオ

バマが承認して、今後１年半で６万人体制を構

築していきますが、特に私が重要だと考えてい

るのが、Ｇ２０サミットが４月２日にロンドン

でございますけれども、その次の日、４月３日

～４日にＮＡＴＯの調印６０周年を記念する

サミットがストラスブールで開催されます。こ

こで同盟強化の協議がオバマとヨーロッパの

首脳で行われていく。特にＮＡＴＯのグローバ

ル化をどうやって進めていくかということが、

今後のアフガニスタン、パキスタン政策などで

も非常に重要になっていくであろう。やはりオ

バマ政権としては、同盟国にも負担を求めてい

くということで、そのスタンスはＮＡＴＯが６

０年を迎えた中で、より明確に役割の再定義と

いったものが行われていくであろうと考えら

れます。 
 アジアにおいては、来年、日米安保が改定さ

れてから５０周年を迎えますが、岸内閣とアイ

ゼンハワー政権のときの、いま、日米間で基地

の再編問題とか、日米のグローバルな協力関係

の議論が行われているのも、やはりオバマ政権

の特徴が出てきているかと考えられます。 
 中東政策に関して、イランとの関係が非常に

重要になってくるだろう。特に６月にはイラン

の大統領選挙がありますけれども、オバマも直

接対話を主張しております。アフガニスタン、

イラクを安定化させるためにも、やはりイラン

と何らかの仕切りをしていかなければ、なかな

かこの地域を安定化させるのは難しくなって

いくと考えられますし、オバマ政権のイラン政
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策といったものは、制裁も使いながら対話もし

ていくという形で、極めて重要になってくるだ

ろうと考えます。 
 北朝鮮政策ですが、基本的には６カ国協議の

枠組みに乗っかる形ですけれども、若干ブッシ

ュ政権と変わってくるのは、ミサイル技術等の

不正輸出のところにチェックが厳しくなって

いくだろう。特にゲーリー・セイモアとかロバ

ート・アイホンといった、不拡散に詳しいエキ

スパートをホワイトハウスなり国務省に配置

していく、この点が北朝鮮政策では大事になっ

てくるかと思います。ただ、地域担当者と個別

政策担当者との対立が出てくるという側面も

考えていかなければいけないのではないかと、

そういうふうに考えております。 
 環境・エネルギーに関してですが、これは「グ

リーン・ニューディール」という雇用創出の観

点からも非常に重要になっていくだろう。それ

で、ホワイトハウスの議会担当の大統領補佐官

に環境問題に非常に詳しいヘンリー・ワックス

マンの首席補佐官だった人物、フィル・シリー

ロを配置していますけれども、ここにも議会と

連動した形で、ただ環境問題対応だけではなく

て、雇用創出の観点からも重視していくという、

オバマ政権の方向性があるかと思います。 
 また、通商政策に関しても、基本的には、私

は自由貿易が推進されていくであろう、と。た

だ、課題となっていくのは、議会の保護主義を

どうやって牽制していくか。今回の景気刺激策

の中にも｢バイアメリカン条項｣が盛り込まれ

ましたが、バイアメリカン条項を廃止していく

べきだという修正案を出してきたのが自由貿

易論者のジョン・マケインであったことが非常

に皮肉であって、身内の民主党から保護主義が

出てきている。これをどう押さえ込んでいくか、

これが課題になっていくかと考えられます。 
 宗教関係ですと、オバマ自身が宗教保守勢力

との関係を改善していくような政策アプロー

チ、これはあまり日本では注目されていません

けれども、これによってアメリカの政治基盤を

変えていくような大きな動きにもなっていく

可能性がございますし、やはりこの信仰に基づ

くイニシアチブ、保守勢力との関係改善をどの

ようにオバマが取り組んでいくか。特に妊娠中

絶を認めるけれども、数をどんどん減らしてい

こうと、そういった主張をオバマはしておりま

すので、こういった勢力との関係、その政策と

いったものは非常に大事になってくるかと思

います。 
 
共和党はどこへ行くのか？ 

 最後に、オバマ政権をみていくうえで私が関

心を持っている分野として、やはりこの第１１

１議会の第１会期、年内いっぱいまでが極めて

大事になってくるだろう。来年秋には中間選挙

が行われます。そうなってくると、やはり共和

党はオバマ政権との違いを出していかなけれ

ばいけない。2006 年の中間選挙、そして昨年

の議会選挙でも、共和党は大敗を喫しておりま

す。特に下院においては２１議席を失う。上院

に関しても９議席を失っていく。また来年も負

けるようなことになってしまうと、共和党がど

っちの方向に進んでいくのかという大きな存

在が問われることになっていく。そうなる前に

やはりオバマとの違いなり、失策を攻撃してい

くことが共和党にとっては当然のアプローチ

かと思いますので、やはりこの第１会期になる

べく成果を出していくといったことがオバマ

政権にとっては非常に重要になってくるかと

思います。 
 また、世論の後押しといったことも、いまの

政権支持率を維持していくことも大事になっ

てくる。私が注目しているのは、いま、議会の

共和党との対立という構造がありますけれど

も、アメリカでは州政府の財政も非常に悪化し

ております。そういった中で、共和党の州知事

がオバマを支持する動きが出てきています。民

主党の州知事と一緒にオバマの景気刺激策を

支持する書簡に共和党の州知事がサインする

ような状況が出てきていますので、こういった

地方の行政を担当していて、税金も上げなけれ

ばいけないとか、現実的なアプローチに迫られ

ている共和党の州知事がどうやって動いてい

くのか、その動きも今後みていかなければいけ

ないかと思っております。 
 
レーガンとオバマとの共通性 

 最後に、オバマの今後の統治スタイルに関し
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てですが、私は、参考になるいままでの大統領

としてロナルド・レーガンを考えています。レ

ーガンとオバマとの共通性という観点から、２

人とも非常にコミュニケーション能力が高い。

レーガンも「グレート・コミュニケーター」と

いわれましたし、なかなか批判を受けづらい、

テフロン加工の大統領。なかなか焦げつかない

大統領でしたけれども、オバマがそういった大

統領のスタイルになれるかどうか。超党派で新

しい政治を訴えていく中で、そういった信頼性

をオバマが確立できるか。レーガンという人は、

嫌いな人は非常に嫌いでしたが、一貫性があり

ましたし、民主党側からもレーガン・デモクラ

ットという人たちが彼に信頼を寄せた。それで、

８１年、８２年、経済が非常に悪かったですし、

就任直後に狙撃事件も受ける中で、医師団に対

して”I hope you are a Republican”という形で、

非常に楽観主義的なメッセージを出した。それ

で１９８４年のダラスでの共和党全国大会で、

アメリカは戻ったのだ、と。いま、国際社会の

中 で 、 非 常 に 高 い 位 置 に あ る の だ 、

と。”America is back, standing tall in the world”
という言い方。やはり初めの第１期の前期は悪

くても、再選プロセスのところである程度の成

果、業績、あるいは前向きな動きが出せるか。

それがオバマにとっては２期８年につながっ

ていけるかどうかの大きな試金石になるので

はないかと私は考えております。 
 

質 疑 応 答 

 
質問 ３０代のＯＬの方からメールで質問さ

れました。「オバマさんのアフガンへの増派を

みると、どこがいままでの政治と違うのか？」

と言われるのです。その質問にどういうふうに

答えられますか？ 
 
足立 大統領選挙キャンペーンを振り返った

場合、民主党と共和党との議論の中で、イラク

戦争は民主党側からみれば、誤った戦争であっ

たのだということでしたね。民主党には、9･11
同時多発テロ事件の起点はアフガニスタンに

あったのだ、タリバン政権があのアメリカ本土

に対して攻撃を仕掛けた連中をかくまってい

たのだということで、アメリカの対テロ戦争の

ファースト・ステップとしてアフガニスタンを

やっていかなければいけなかったんだという

考え方がありましたね。オバマもそういうプラ

ットホームで安全保障の議論をしていました

よね。しかし私は、アフガニスタン戦争はオバ

マにとって難しい戦争になっていくだろうと

考えています。特にアメリカのこれからの増派

で、危険な南部に多数の若いアメリカ兵が配置

されていくことになりますが、あそこが流動化

すると、パキスタンと連動してきて、インドと

かほかの地域だって波及しかねない。私はやら

なければいけないと思いますが、例えば同盟国

のカナダなどは、もう１００人以上の兵士が戦

死しております。フランス、ドイツ等は、北部

にあまり入りたくないという状況があって、こ

れからはアメリカの兵士が次々に犠牲になる

ような状況が出てくるかもしれない。その場合

に、やはり民主党内の反戦派の不満が出てきて、

アフガニスタンもオバマにとって非常にネガ

ティブな外交案件になっていく可能性がある

と思います。 
 やはりアキレス腱としては、アフガニスタン

の問題、経済がなかなかうまく好転していかな

い、あるいは本土でのまた大規模なテロ、こう

いったものが起きてきた場合に、オバマ政権と

いったものが脆弱になっていく可能性がある

のではないかと考えております。 
 
質問 プレゼンテーションにあった「バイアメ

リカン」の条項。これは大変なことになるので

はないかという気がします。お話にあったよう

に、人事のほうをみると、そういうことにかか

わりのある大切なところが失敗しているので

はないかという気がする。つまり商務長官です

ね。それから労働長官やＵＳＴＲも…。みんな

保護主義を抑えていくために政権側でかなめ

になる人たちなのではないか。貿易交渉をやる

人たちも議会も保護主義的な傾向を持ってい

る。この人事における一連の失敗の影響という

のをどういうふうに見ていますか？ 
 
足立 日本の通商政策にとっても、大きな影響

が及ぶ領域ですけれども、ご指摘のように、商
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務長官が２人続けて撤退してしまう、と。しか

も労働長官に関しては民主党の最も左の労相

の影響を受けたソリスさんが就任することに

なる、と。ＵＳＴＲのロン・カークさんに関し

ては、ダラスの市長をしていた方で、公聴会の

日程も決まっておりません。ロイド・ベンツェ

ン上院議員(当時)の議員スタッフをしていた

方なのですけれども、彼がダラスの市長をして

いるときに、メキシコ、中国との通商を積極的

にプロモートした方なのですが、詳しい通商の

案件については、なかなかうまくいっていない

ところがあって、その準備のためにも、早くて

も来月の中旬ぐらいにならないと、公聴会が開

けないという状態です。きょうオバマさんはカ

ナダでハーパーさんと会って、首脳会談で保護

主義はとめていくということですけども、トッ

プが決まらないと、副長官とか次官、次官補、

実務レベルも決まっていかないということな

ので、やはりネックになっていくんじゃないか

と思います。 
 昨年のＧ２０のときに、保護主義的な措置は

１年間は絶対盛り込んでいかないんだという

ことでしたが、ご指摘のように、議会でもこう

いう保護主義的な条項が盛り込まれた景気刺

激策が出てくるということで、ロンドンのＧ２

０に向けて、やはりそれをとめていくような通

商分野での努力といったものも大事になって

いくと思います。 
 
質問 在任中には、オバマ大統領に対するいろ

いろな批判的論点が出てくると思います。彼の

人種的属性によって批判がどのくらい抑制せ

ざるを得なくなるものなのか？ 
｢黒人｣大統領であるオバマを批判をすること

で人種差別主義者だと思われたくないという

ような気持ちがどの程度働くのか？ 
 
足立 大統領選挙の段階からも、彼の人種的な

ファクター、特にブラッドリー効果の議論など

がありましたけれども、今後オバマ政権が批判

されざるを得ないような局面に直面したとき

に、私はそれほど大きなファクターとはなって

いかないんじゃないかと考えています。 
 やはりアメリカ社会もここまで大きくアフ

リカ系の大統領をオーバル・オフィスに入れる

ところまで成熟してきましたけれども、メディ

アとの関係においても、やはり政策の部分で

是々非々の議論をしていくようなところがあ

るんじゃないか、と。 
 それで、今回の人種の閣僚の登用にしても、

黒人はホルダー司法長官だけで、彼のキャンペ

ーンスタイルもそうですが、黒人だけを特別に

強調したりとか、そういうことをしませんでし

たし、やはりメディアに対してもそういうこと

は求めないでしょう。アメリカの有権者たちも、

多くの人たちがそういった観点でオバマを選

んでいるとは思いません。オバマが間違ったと

きには、やはり彼の判断ミス等も含めて、政策

的な観点から批判していくだろうということ

です。当然これからハネムーンの時期も終わっ

て、オバマに対する批判材料も出てきますけれ

ども、私はオバマのインテグリティーとかを考

えた場合に、違う部分からの批判はあるでしょ

うが、人種的なところでおかしくなっていく可

能性というのは多くはないのではないか、もう

少し正面の議論でアメリカが機能していくん

じゃないかなという感じはしております。 
 
質問 オバマ政権が誕生したとき、日本の霞が

関を中心に、｢日本パッシングではないか｣とか

｢中国重視｣ではないかとか言う声が聞かれま

した。特にクリントン国務長官はかつて中国を

重視しておりました。それがふたをあけてみた

ら、クリントンが第一の訪問先として日本に来

る。あるいは麻生総理をホワイトへ呼ぶという

わけで、ちょっと予想外な展開なんです。オバ

マさんの対日政策重視には何か思惑があるの

ではないかとも言われる。例えばアメリカ国債

の購入についての期待感とか。そういうものが

あるのでしょうか？ もう一つ、シカゴ人脈の

ピート・ラウズはオバマの側近とされています

よね。この人のお母さんは日本人だと思うので

すが、彼の意向というのが、対日政策の中に反

映されているのかどうか。 
 

足立 初めのご質問ですけれども、クリントン

国務長官の今回のアジア歴訪、しかも初外遊先

が日本にということですけれども、国務長官を
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歴代調べてみますと、ケネディ政権のときのデ

ィーン・ラスクが初外遊に行ったのがアジアで

した。約半世紀前のことですね。通常、中東と

かヨーロッパを訪問するのが当たり前な中で、

日本にまず来て、それで、彼女の上院外交委員

会での指名承認公聴会でも、日米関係は、アメ

リカの対アジア外交政策のコーナーストーン

であるといった意思表示を明確にしています。

やはりアメリカのほうが日米関係をきちっと

やっていこうというのがあります。ただ私は日

本側がそれにこたえられていないと思います。 
 今回の一連の受け入れに関しても、中川さん

の問題にしても、やはりアメリカ側としては一

緒にダンスが踊れない状態になっています。２

月２４日からホワイトハウスで首脳会談がご

ざいますけれども、自民党内からは、訪米を終

わって、予算案を通したら、次の総裁の話が出

てきておりますね。日本でジャパン・パッシン

グですとか、中国重視だとか、あるいは国連安

保理の常任理事国入りの議論とかしています

が、日本の政権がこのような状態になっていて、

ソマリア沖の護衛艦派遣の議論とか、アフガン

でも国際協調の起点として日本も安保理の常

任理事国入りの議論をするんだったら、日本が

もっと何をするべきかという議論を、日本国内

でしなければいけないはずです。にもかかわら

ず、日本国内では「アメリカが何を求めている

か」という議論のほうが大きいかと思うんです

ね。 
 やはり、日本がこの閉鎖的状況に対してどう

いう手を打って、アメリカと一緒に何をやるの

かというプロアクティブ(積極的)な議論を日

本側からしておかないと、日本自体の国際社会

における地位もどんどんスリップしていくの

ではないかと思います。 
 昨年の秋に、オバマの対日政策のアドバイザ

ーをしている方と議論をしたことがあります。

彼は沖縄・九州サミットのときにビル・クリン

トンがエアフォースワンで那覇まで行くとき

に一緒だった。その飛行機の中で、ビル・クリ

ントンのほうから、「この１０年間、日本の首

相が何人変わりました？」という質問があって、

その方は、ビル・クリントンに対して、「７人

もかわりました。海部・宮澤・細川・村山・橋

本・小渕、そしていまの森さんです」と答えま

した。いまはどうか？２００６年９月の小泉退

陣から、小泉・安倍・福田・麻生ですね。私が

その方と意見交換したのは麻生さんが総裁に

選出されたときです。あれから２年５カ月で４

人も首相が変わっているのです。今度５人目に

なるということで、私は、やはり日本側の対応

のほうがしっかりしないと、日米協調あるいは

日本における国際社会での貢献といったこと

はできないというふうには考えております。 
２点目のご質問。ピート・ラウズの母親が日

系人ということ。私は、ラウズが特別日本に対

して何かしたということは伺ってはいません。

ただ、ダシュルの補佐官で、オバマの外交スピ

ーチライターをしていたデニス・マクド―ノフ

という人間がいますが、彼が環境問題で日本側

と随分一生懸命やった。ひょっとしたらラウズ

あたりが絡んでいるのかなという感じはして

おります。 
 
質問 先ほどオバマ大統領をレーガン大統領

と比較されましたけれども、私が記憶している

ところでは、レーガン大統領は最初の景気回復

のための経済対策で、国防支出を相当ふやすと

いう形で、当時レーガノミックスの中身がミリ

タリーケインジアンという呼び方をされて、軍

事支出が大きかったことが大きな特徴だった

と思うんですね。それが結果的に、ソ連のゴル

バチョフがアメリカとの軍拡競争からおりて

しまったということで、レーガンは歴史的な評

価を受けるという結果になったんですが、いま

のオバマ大統領の立場は、そういう点ではイラ

ク戦争の国防費というものの財政負担が非常

に大きな重荷になって、今後、レーガノミクス

的な国防支出の拡大による景気刺激という発

想はかなり難しいのではないかと思うのです

がその点はいかがなんでしょうか。 
 
足立 オバマの財政のほうを見ていくと、やは

りいままでのブッシュ政権の中で軍事に関し

てはオーバーストレッチの議論がありました

し、もうこれ以上財政的な負担は強いられない

ような状況になっていて、イラクに対して、い

ま、14 万人配備しているのを撤退する形でア



14 
 

フガンを強化していくということになってい

ます。 
 それで、今回の景気刺激策に関しても、やは

り公共事業とかエネルギーや環境などの分野

で新しく産業を興していこうということで、当

時のレーガンのころの冷戦下でのレーガノミ

クスの国防支出とはやはり違う状況になって

きているんだろうなというふうに私は考えて

おります。 
 
質問 議会との関係なんですけれども、景気刺

激法案がいろいろと修正したり、妥協しても、

結局、共和党、下院はだれも賛成しないし、上

院も３人しか行かないということで、これはか

なりまずいのではないかと思うのです。つまり

これからオバマが何か法律を通すときに、かな

り妥協していかなければいけないのか？ある

いはもうあまり妥協はしないで、リベラル路線

というか、左の路線で突っ走っていこうとする

のか？ 
  
足立 どうもありがとうございます。ご指摘の

とおり、いまアメリカ議会は、上下院入れて２

１９名の共和党の議員がいますけど、２１９人

の中で、今回賛成したのがたったの３人。それ

もメーン州の上院議員の２人のスーザン・コリ

ンとオリンピア・スノー、それからペンシルバ

ニアのアーレン・スペクターの３人だけで、あ

とはもうみんな反対ですけれども、私はいまま

での景気刺激策の審議プロセスの中で随分妥

協していったのだろうというふうに考えてい

ます。その背景として、まず、減税部分を、下

院は３割でしたが、上院は４割という形で共和

党の意向に沿う形で修正をしていった。やはり

いまの上院がミネソタのアル・フランケンを入

れて、おそらく５９と４１という形になってい

くと思うんですが、それで６０のフィリバスタ

ーをとめられる議席数を獲得できない限りは、

オバマはある程度共和党の政策も取り込みな

がら政権運営をしていくであろうと、私は考え

ています。実際この１カ月の審議プロセスによ

って、それが起きているとに考えていますし、

また、今後、有権者を使ってグラスルーツ部分

で穏健派の共和党員を取り込むようなアプロ

ーチが重要になってくるかと思います。 
 商務長官で辞退したグレッグに関しても、彼

は来年再選なんですけど、ニューハンプシャー

選出で、再選が非常に難しくなってくる中で、

自分がもう商務長官として関心があるという

ような歩み寄りを示しています。それで去年の

選挙でも、連邦下院議員選挙でニューイングラ

ンドから共和党議員が一人もいなくなりまし

た。それで、今回、メーン州の上院議員２人が

賛成している。これも非常に象徴的で、今後、

再選が難しくなってくるような穏健派の共和

党下院議員、上院議員、こういった人たちをタ

ーゲットに説得工作を行って、上院６０議席を

確保していくというアプローチをとっていく

んじゃないかと思います。下院に関しては、い

ま、非常に安定的な２５７議席を持っています

ので、特に上院でのアプローチが大事になって

くるのではないかなと考えております。 
 
質問 先ほどお話の中で、新しい政権で政策調

整が大事になる、難しくなる分野として、対中

政策を挙げられました。いままでのアメリカの

中国政策は、おっしゃるとおり、ポールソン財

務長官のイニシアチブが非常に大きかった。中

国もそれに喜んでつき合って、その成果が両方

にとってプラスであった、と。いまのような経

済状況でよかったなと、両方いっているんだろ

うと思うんですけど、そういったところで、国

務省ではヒラリーさんが非常に張り切って、ア

ジアを重視する、中国とももっと積極的に話を

する。その場合、アメリカが中国に対して主張

したり、働きかけをしたりするような具体的な

イシューはどんなところに発展していくので

しょうか？もう一つ、国務省と財務省がイニシ

アチブ争いというのがあっておかしくないし、

あるべきだと思います。またアメリカの軍部は

中国とのつき合いについて、何か注文を出して

いくというような感じになるんでしょうか？ 
 
足立 今後、対中政策でアメリカがどういうふ

うになっていくのかというご質問に関連して、

もう一つおもしろい動きとして出ているのが、

副大統領級の対話レベルでもやっていこうと

いうことがあります。バイデンと温家宝との間
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の対話ということです。ブッシュ政権ではポー

ルソンの主導で行われていましたけれども、も

う少し高いレベルでの中国との対話フォーラ

ムということで、バイデン＝温家宝という議論

も出てきています。日本でも現在の「２＋２」

のままでいいのかという議論も出てきている

ようですが、格上げの議論をしていかなければ

いけないのではないかという感じはしていま

す。政治問題、地域間の協調、グローバルな問

題から、食品の衛生管理とか、多岐にわたって

中国の国際社会における役割も大きいですし、

国務省、財務省以外でアメリカ・中国の間のよ

り高次なフォーラムといったものが出てくる

のかなという感じはしております。 
 また、特に中国が景気が悪くなっていく中で、

人民元の切り下げの議論も出てきていて、これ

はアメリカが求めている切り上げとは逆の議

論になってくるので、ここのところでアメリカ

議会とか財務省の摩擦もいろいろ出てくる心

配というのは、私は個人的に持っております。 
 国防のお話ですけれども、先月、中国が国防

白書を出しましたが、やはり国際的にも不信感

が強い。また、中国のほうからも空母の建造問

題などが出てきていますし、やはりアメリカは

中国に対しては透明性の問題とか、拡張の部分

ではしっかりとチェックを入れていくような

アプローチをとっていくのではないかと思い

ます。スーダンとかミャンマーとか、いろんな

地域的にも中国が国際社会の声とは違うよう

な行動をとっているものもございますし、アメ

リカは中国の軍事的な行動に関しては、やはり

透明性を改善させる形で警戒心を持って対応

していくとこになるのかなというふうには考

えております。 
 
質問 現在の同時世界不況を考えますと、一口

に「パックス・アメリカーナ」というふうなこ

とをいわれておりますけれども、本当に歴史的

な転換点、危機に差しかかっていると思います。

そういう状況をつくったのはブッシュ政権８

年の間に世の中がそうなってしまったという

ことですが、この政策を学問的に担保したのは、

シカゴ学派のフリードマン博士ですね。ネオコ

ンがそういう学問を支持して、こういう世界状

況をつくってしまった。オバマ新大統領は、ア

カデミズムの点でどのような考え方の人々を

周りに置いておるのか？あるいはジョゼフ・ナ

イが新しい駐日大使になられるとかいう話も

聞きますが、そういうことも含めて、どういう

学問的の思想の中で「一つのアメリカ」を実現

していこうとしているのでしょうか？ 
 
足立 アメリカはいままで軍事的にも経済的

にも一国中心主義的なところがありましたよ

ね。私は、依然としてアメリカは非常に強いと

思いますし、アメリカに強くあってほしいと思

いますけれども、過度にアメリカの利益だけを

追求していくというような潮流ではないので

はないかと思うのです。アメリカのリーダーシ

ップのもとに、国際的な協調も図られていくと

いう、そういう学派的な流れが主流になってい

くんじゃないかという感じはしております。 
 オバマ政権では、経済に関しては、特にレッ

セフェール的ないままでのやり方ではなくて、

やはり金融業界の監督のようなこともきちっ

とやっていかなければいけないという認識が

共有されていますし、共和党的な自由主義とか

対外的なコミットメントについても、一国主義

的な、敵に強い考え方というのは矯正されてい

くのだろうと考えています。 
文責：編集部 
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2009 年 2 月 20 日 

住友商事総合研究所 

北米担当シニアアナリスト 

 足立 正彦 

オバマ政権主要人事 
 

【大統領】 Barack Hussein Obama, Jr. 

 

【副大統領】 Joseph R. Biden, Jr. 

 

【閣僚】 国務長官：Hillary Rodham Clinton、財務長官：Timothy F. Geithner、国防長官：Robert M. Gates、司法長官：Eric 

H. Holder Jr.、内務長官：Ken Salazar、農務長官：Tom Vilsack、商務長官：空席(Bill Richardson, Judd Gregg 指名辞退)、

労働長官：Hilda L. Solis、厚生長官(HHS)：空席(Tom Daschle 指名辞退)、住宅・都市開発長官：Shaun Donovan、運輸長

官：Ray H. LaHood、エネルギー長官：Steven Chu、教育長官：Arne Duncan、退役軍人長官：Eric K. Shinseki、国土安全保

障長官：Janet Napolitano 

 

【閣僚級】 環境保護局(EPA)局長：Lisa Perez Jackson、国連大使：Susan E. Rice、行政予算管理局(OMB)局長：Peter R. 

Orszag、米国通商代表部(USTR)代表：Ron Kirk 

 

【連邦行政機関ポスト】 国家情報長官(DNI)：Dennis C. Blair、中央情報局(CIA)長官：Leon E. Panetta、証券取引委員会

(SEC)委員長：Mary L. Schapiro、商品先物取引委員会(CFTC)委員長：Gary Gensler、中小企業庁(SBA)長官：Karen Mills、

食品医薬品局(FDA)局長：空席、連邦通信委員会(FCC)委員長：Julius Genachowski、連邦預金保険公社(FDIC)総裁：

Sheila C.Bair 

 

【ホワイトハウス・スタッフ】 大統領首席補佐官：Rahm Israel Emanuel、大統領次席補佐官：Jim Messina、大統領次席補

佐官：Mona K. Sutphen、大統領上級顧問兼補佐官（省庁間・州政府渉外担当）：Valerie Jarrett、大統領上級顧問：Pete 

Rouse、大統領上級顧問：David Axelrod、ホワイトハウス法律顧問：Gregory B. Craig、大統領法律顧問補：Susan Sher、大

統領副法律顧問(内政、倫理問題担当)：Cassandra Quin Butts、スタッフ・セクレタリー：Lisa Brown、キャビネット・セクレタ

リー：Christopher P. Lu、副キャビネット・セクレタリー：Elizabeth Sears Smith、政治担当部長：Patrick Gaspard、政治担当

副部長：Patrick Dillon、大統領特別補佐官兼ホワイトハウス・ソーシャル・セクレタリー：Desirée Rogers、スケジュール管理

部長：Alyssa Mastromonaco、大統領スケジュール担当部長：Danielle Crutchfield(留任)、ホワイトハウス軍事部長：Louis E. 

Caldera、渉外担当部長：Christina M. Tchen、大統領補佐官(省庁間関係・渉外担当)首席補佐官：Michael Strautmanis、

大統領人事担当ホワイトハウス部長：Don Gips、管理・運営担当部長：Bradley J. Kiley、コミュニケーション担当部長：Ellen 

Moran、大統領報道官：Robert L. Gibbs、コミュニケーション担当副部長：Daniel H. Pfeiffer、演説起草担当部長：Jonathan 

Favreau、省庁間問題担当部長：Cecilia Muñoz、医療改革室室長：空席(Tom Daschle が指名辞退)、医療改革室副室長：

Jeanne M. Lambrew、大統領補佐官(議会関係担当)：Phil M. Schiliro、議会関係担当副部長(上院担当)：Shawn Maher、議

会関係担当副部長(下院担当)：Dan Turton、議会関係担当副部長：Lisa Konwinski、Jay Heimbach、Christopher Kang、

Sean Kennedy、Jim Oleske、Jim Papa、Alejandro Pérez、Jonathan Samuels、Shelly O’Neill Stoneman、Louisa Terrell、

Denise Wilson、信仰に基づく及び近隣パートナーシップ室長：Joshua DuBois、遊説管理部長：Marvin Nicholson、選挙遊

説担当部長：Emmett Beliveau、ホワイトハウス顧問室調査担当部長(新設)：Shuna Daly、国家安全保障問題担当大統領

補佐官：James L. Jones、国家安全保障問題担当大統領次席補佐官：Thomas E. Donilon、国土安全保障担当大統領補

佐官兼国家安全保障担当大統領次席補佐官(対テロ対策)(兼任)：John O. Brennan、ホワイトハウス国家完全保障会議

(NSC)エグゼクティブ・セクレタリー：Mark W. Lippert、対アフガニスタン、パキスタン政策再検討責任者：Bruce O. Riedel、

大統領特別補佐官兼ホワイトハウス NSC 上級部長(不拡散防止戦略担当)：Gary Samore、ホワイトハウス NSC 上級部長

(欧州担当)：Elizabeth Sherwood-Randall、大統領補佐官兼ホワイトハウス NSC 上級部長(ロシア担当)：Michael McFaul、

ホワイトハウス NSC 上級部長(中東担当)：Daniel Shapiro、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)アジア担当上級部長：

Jeffrey A. Bader、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)日本・韓国担当部長：Daniel R. Russel、ホワイトハウス NSC 多

国間問題担当上級部長：Samantha Power、ホワイトハウス環境評議会議長：Nancy Helen Sutley、エネルギー・気候変動

担当大統領補佐官(新設)：Carol M. Browner、エネルギー・気候変動担当大統領次席補佐官(新設)：Heather Zichal、科

学・技術担当大統領補佐官兼ホワイトハウス科学・技術政策局長兼大統領科学・技術諮問会議(PCAST)共同議長：John 

P. Holdren、大統領科学・技術諮問会議(PCAST)共同議長：Eric Lander、大統領科学・技術諮問会議(PCAST)共同議長：

Harold Varmus、ホワイトハウス・サイバーセキュリティ室長(新設)：Melissa Hathaway、大統領経済諮問会議(CEA)委員長：

Christina D. Romer、経済担当大統領補佐官兼国家経済会議(NEC)議長：Lawrence H. Summers、大統領経済回復諮問委

員会委員長：Paul Volcker、大統領経済回復諮問委員会事務局長兼大統領経済諮問会議(CEA)委員：Austan Goolsbee、

大統領次席補佐官兼国家安全保障問題担当大統領次席補佐官(国際経済問題担当)：Michael Froman、政府機能監視官

(最高パフォーマンス・オフィサー)(CPO)(新設)：空席(Nancy Killefer が指名辞退)、国内政策会議(DPC)議長：Melody C. 

Barnes、国内政策会議(DPC)副議長：Heather A. Higginbottom、大統領特別補佐官兼大統領夫人コミュニケーションズ担

当部長：Camille Johnston、大統領夫人首席補佐官：Jackie Norris、大統領夫人次席補佐官：Melissa Winter、大統領夫人

報道官：Katie McCormick Lelyveld、大統領夫人副報道官：Semonti Mustaphi 
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【副大統領室】 副大統領首席補佐官：Ronald A. Klain、副大統領次席補佐官：Alan Hoffman、副大統領法律顧問：

Cynthia Hogan、副大統領室管理部長：Moises (Moe) V. Vela, Jr、副大統領顧問：Michael C. Donilon、副大統領補佐官(国

家安全保障問題担当)：Antony “Tony” Blinken、副大統領次席補佐官(国家安全保障問題担当)：Brian McKeon、副大統

領特別顧問(大量破壊兵器(WMD)・不拡散問題担当)：Jon Wolfsthal、副大統領補佐官(内政担当)：Terrell P. McSweeny、

副大統領補佐官(省庁間問題・渉外担当)：Evan M. Ryan、副大統領首席エコノミスト兼経済政策補佐官：Jared Bernstein、

副大統領補佐官兼コミュニケーションズ担当部長：Jay Carney、副大統領報道官：Elizabeth Alexander、副大統領副報道

官：Annie Tomasini、議会関係担当部長：Sudafi Henry、スケジュール管理部長：Elisabeth Hire、副大統領夫人首席補佐

官：Catherine (Cathy) M. Russell、副大統領夫人コミュニケーションズ担当部長：Courtney O’Donnell、副大統領夫妻住居

担当管理人兼ソーシャル・セクレタリー：Carlos E. Elizondo 

 

【主要省庁の副長官・次官・次官補・次官補代理】 

●国務省 国務副長官(政策担当)：James B. Steinberg、国務副長官(組織管理担当)：Jacob J. Lew、国務次官(政務担

当)：William Joseph Burns(留任)、国務次官(経済担当)：Lael Brainard、国務次官(軍備管理・国際安全保障担当)：Robert 

Einhorn、政策企画室長：Anne-Marie Slaughter、政策企画室副室長：Derek Chollet、国務次官補(国際安全保障・不拡散

担当)：Dan Poneman、国務次官補(査察・遵守・執行担当)：Rose Gottemueller、国務次官補(欧州・ユーラシア問題担当)：

Phil Gordon、情報・調査局長：Jennifer Sims、国務省テロ対策調整官：Daniel Benjamin、国連大使首席補佐官：Brooke 

Anderson、国務次官補(東アジア・太平洋担当)：Kurt M. Campbell、国務省日本部長：Kevin Maher 【特使・大使】中東和

平担当特使：George J. Mitchell、アフガニスタン・パキスタン担当特別代表：Richard C. Holbrooke、中東・イラン担当無任

所特使：Dennis B. Ross、朝鮮半島問題担当特使：Stephen Warren Bosworth、気候変動問題担当特使：Todd D. Stern、駐

イラク米国大使：Chris R. Hill、駐日米国大使：空席 

 

●財務省 財務次官(テロ対策・金融情報担当)：Stuart Levy(留任)、財務長官首席補佐官：Mark Patterson、財務次官(渉

外担当)兼財務省報道官：Stephanie Cutter 

 

●国防総省 国防副長官：William J. Lynn III、国防次官(政策担当)：Michèle A. Flournoy、国防次官(会計監査担当)：

Robert Hale、筆頭国防次官代理(会計監査担当)：Mike McCord、法律顧問：Jeh Charles Johnson、国防次官補(東アジア・

太平洋担当)：Wallace Gregson、筆頭国防次官補代理(アジア・太平洋担当)：David S. Sedney(留任) 

 

●司法省 司法副長官：David W. Ogden、訟務長官：Elena Kagan、司法次官：Tom Perrelli、法律顧問局長：Dawn Johnsen、

反トラスト局長：Christine Varney 

 

●商務省 全米電気通信情報局(NTIA)副局長兼局長代行：Anna Gomez、米国海洋大気庁（NOAA）長官：Jane 

Lubchenco 

 

●国土安全保障省 法律顧問：Ivan K. Fong、法律顧問筆頭代理：David A. Martin、国土安全保障長官上級顧問：Brian De 

Vallance、次官補代理(渉外担当)：Sean Smith、 

 

●住宅・都市開発省 副長官：Ron Sims 

 

●退役軍人省 次官補(渉外・政府間問題担当)：Tammy Duckworth 

 

●行政管理予算局(OMB) 行政管理予算局(OMB)副局長：Robert Nabors、上級部長補：Jeffrey Liebman、法律顧問兼上

級政策顧問：Preeta Bansal、国防・国際問題担当部長補：Steve Kosiak、教育・所得水準維持・労働担当部長補：Robert 

Gordon、行政プログラム全般担当部長補：Xavier de Souza Briggs、コミュニケーションズ・戦略立案担当部長補：Kenneth 

Baer 

 

●環境保護局(EPA) 環境保護局(EPA)局長上級政策顧問：Robert M. Sussman 

以 上 
 


